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Chicago Area Transportation 
Study(CATS)のfinal Report 
Ⅰ,Ⅱ,Ⅲが建設省都市局に
あった

東大都市工新谷助教授が都
市局,住宅局の係長クラスの人
を中心としたこのReportの勉
強会が開始

昭和40年（1965年）
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昭和41年（1966年）

都市工高山研の伊藤滋助手がアメリカ留学より帰国
アメリカのいくつかの都市のTransportation Studyの資料
を多数持って帰ってくる

これによりCATSにはFinal Report以外にTechnical Report
（11冊）とTechnical Memorandumが多数あることが判る

連邦道路局(FHWA)に問合せたところ、Transportation 
Studyに関する各種Manualがあることが判り、これを東大
都市工井上研で取り寄せて分析

Manualのうち家庭訪問調書について翻訳し,日本版を作成
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昭和41年（1966年）

東大都市工井上・新谷研で日本で最初の都市をどこにす
るか検討

最初は仙台が候補に挙がるが、人事異動により断念

その後、中国地方建設局企画部専門官より、調査の相談
を受け、PTをやる気があるか、費用人口当たり100円位を
出す元気があるか確認 ⇒ 約7千万円
（アメリカのManualには人口1人当たり1ドルとの表記あり）

広島都市圏で実施することにし、Manual等の活動を開始
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昭和41年（1966年） 12月 広島の調査開始
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調査結果
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調査結果
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コンピュータサイエンスの黎明期

交通モデルをコンピュータで動かす
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交通需要推計のフローチャート

発生集中モデル

分布モデル

分担率

配分モデル

ＬＯＳ計算

貨物車ＯＤ推計モデル

道路網評価

バス網評価

鉄道網評価
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道路配分結果

外環状型

内環状型

暫定型



HATS1985年計画案
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広島都市圏（HATS)調査

1. 最初の目的

都市内高速道路の必要性を証明すること

2. 最終的には

・都市内高速道路網の必要性を示すことができた

・更に道路網だけでは全需要を処理することができず

鉄道網の新設及び強化が不可欠であることを示した。
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東京都市圏総合都市交通計画協議会が、関東地建局長、
東京、神奈川、埼玉、千葉県知事、横浜市長の間で合意
文書が交わされ成立
（他の都市圏ではない合意文書）
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昭和46年（1971年）

東京都市圏PT調査の行政上の成果を考えるため東京圏
将来構造委員会を立ち上げ

当委員会で現在の圏央道、2.5環状線、アクアライン、東
京湾口道路の原形が示され、PT調査結果でその必要性
を検証することに
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出典：東京50km圏の将来像 総合都市交通体系調査より、
東京都市群交通計画委員会、昭和50年

将来道路ネットワーク
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中央環状線

東京外かく環状道路

首都圏中央連絡道路

東京湾環状道路
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国道16号の整備・強化

東京都心から概ね20～25kmにおいて
環状道路の整備を促進
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その後

昭和４５年（1970年）に、都市局都市交通調査室で、母都
市が人口30万人以上の都市圏を対象とした、3年間（実査、
解析、計画）の総合都市交通計画調査をパッケージ体系
化させ、大蔵省と合意

東京圏に引き続き京阪神都市圏、中部都市圏のPT調査
が開始
⇒ 北部九州、金沢、富山、仙台、高松等の都市圏が後
に続く
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日本の都市圏交通計画調査-成果

◎多くの都市で公共交通機関の整備の必要性を示した。

・鉄道

・LRT

・BRT

・その他
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総合都市交通体系調査の今後

1. 従来行われてきた道路施設、公共交通施設の新設
は目途がついた？

2. 施設整備ではなく、現在確保されている交通空間で
どう使うのかが課題
・賢い道路の使い方
・道路は自動車のみが使う空間ではない
・新たな公共交通サービスをどのように提供するか

・ディマンドバス
・コミュニティバス
・シニアの人への交通サービス
・ハンディキャップの人への交通サービス


